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研究成果の概要（和文）：特別な支援を要する児童生徒の行動問題への機能的アセスメントアプローチの活用と
して、特別支援学校及び通常の学級の担任教員に対して、指導者研修プログラムを開発するための実践的研究を
行った。まず、簡易型機能的アセスメントツールを作成し、それを用いるための使用マニュアルも作成した。そ
れらを用いて2年間にわたり、教員を対象とした研修プログラムを開発し実施した。そしてこのプログラムの効
果を検証するために、参加教員の機能的アセスメントの知識、行動支援計画作成のための技能の習得度を査定し
た。その結果、全ての参加教員において研修プログラムの効果（研修前後、及び事後の追跡調査）が示された。

研究成果の概要（英文）：This study aim to develop the teacher training program for teachers of the 
special school and the regular class as utilization of the functional assessment approach to the 
student with behavior problems. At first year, a simple model functional assessment tool and the use
 manual to use it were made.  And the next and the third year, the training program for teachers 
carried it out using them for two years.  And were assessed of acquisition of the knowledge about 
the functional assessment of the teachers and the completeness of behavior support program planning 
to evaluate the effect of the teacher training program.
As a result, the effects (before and after training and subsequent follow-up survey) of the training
 program was shown in all participation teachers.

研究分野：特別支援教育
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１． 研究開始当初の背景 

小中学校の通常の学級に在籍する特別な

教育的支援を必要とする児童生徒に対して、

学習面や社会性を始めとして、行動面の問題

が存在している。学校現場では、彼らへの個

別的な対応とともに、学級を中心とする集団

の場での指導や支援方法の開発が喫緊の課

題となっている。特に、行動面の問題（以下、

行動問題とする）として、他害、パニック、

自傷、逃避、授業妨害、ルール不遵守といっ

た行動が通常の学級集団で生じることが多

く、特別な支援を必要とする児童生徒のみな

らず、学級の他の児童生徒や教師にとっても

大きな問題となっている（加藤, 2008）。こ

のような問題に対応する方法として「機能的

アセスメント・アプローチ（Functional 

Assessment Approach：以下、FA とする」 

（O’Neill et al.,1997）が世界的に注目さ

れてきている。 

しかし、このような児童生徒の行動問題に

ついては学校現場での問題解決が求められ

ているが、そのための教員研修が普及してお

らず、教育現場で適用可能な研修プログラム

の開発が求められてきている。 

２． 研究の目的 

FA を教育現場に普及させるために必要な

研修プログラムの開発を目的とする。そのた

めに、通常の学級の教師が使用できる、児童

生徒の行動問題の解決に向けた FA ツールと

マニュアルを作成し、さらにそのツールとマ

ニュアルを実行・定着化させるためのコンサ

ルテーションと研修プログラムを開発し、そ

の効果を実証する。 

３． 研究の方法 

(1) 平成 26 年度 

日本内外の発達障害のある児童生徒を対

象とした FA の効果に関する研究論文及び書

籍を収集、分析、整理を行う。その成果を論

文に公表する。そして、ここで抽出された FA

の知識と技術に関する要素を盛り込んだ、

「簡易型機能的アセスメントツール」を作成

する。 

(2) 平成 27 年度 

簡易型 FA ツールを用いて、特別支援学校

教員を対象とする教員研修会を実施し、その

効果を検証する。具体的には、平成 27 年 8

月に 2日間にわたって実施する研修会におい

て、特別支援学校教員 20 名を対象に FA の知

識及び技術に関する講義、小グループによる

事例検討の演習を実施する。また研修会実施

6 ヶ月後に、研修参加者が各々所属する学校

での FA による支援・指導の経過を追跡調査

する。この結果から小学校及び中学校の通常

の学級の担任教員に適用可能な研修内容を

抽出する。 

(3) 平成 28 年度 

平成 27 年度に実施した教員研修会での研

修効果に関するデータ及び資料を分析し、そ

の結果をもとに、小学校及び中学校の通常の

学級の担任教員を対象とした教員研修会用

の研修プログラムを作成する。そして、その

プログラム（基本的には前年度に用いた研修

プログラムと同様であるが、一部通常の学級

用に教材等を改変した）を用いて、平成 28

年 8月に 2日間にわたって、通常の学級を担

任する12名の教員を対象に研修会を実施し、

研修の効果を検討する。さらに 6 ヶ月後に、

研修参加者が各々所属する学校での FA によ

る支援・指導の経過を追跡調査する。この結

果から小学校及び中学校の通常の学級の担

任教員に実施する FA 研修プログラムの効果

を検証する。 

 

４．研究成果 

本研究では 3カ年にわたり、特別な支援を

要する児童生徒の行動問題への FA の活用と

して、特別支援学校、及び通常の学級を担任

する教員に対して、指導者研修プログラムを

開発するための実践的研究を進めてきた。初

年度である平成 26 年度には、内外の学会(日



本特殊教育学会、日本行動分析学会、国際行

動分析学会(ABAI)）において、FA の教員対象

の研修プログラムとその効果に関する研究

論文や書籍等を収集し、その成果の分析から

必須となる研修要素を抽出し、それらを盛り

込んだ「簡易型機能的アセスメントツール」

を作成した。2 年目の平成 27 年度には、「簡

易型機能的アセスメントツール」及び「使用

マニュアル」を作成し、それらをもとに特別

支援学校の教員を対象とする指導者研修会

を実施した(平成 27 年 8 月 18-19 日)。そし

て、研修会に参加した教員から得られた、「機

能的アセスメントに関する知識」、及び「行

動支援計画作成力」を査定するためのデータ

をもとに、指導者研修会の研修プログラムの

効果を評価した。評価基準は、研修会参加者

の機能的アセスメントに関する知識習得に

関する 20 問の選択式の問題、各々の参加者

が担任する児童生徒の行動問題に対する「行

動支援計画」の作成力、及び計画実行に関す

る研修会参加者の支援計画の実行度と計画

内容の受容性尺度であった。その結果、研修

会の前後における比較検討、及び追跡調査に

おいて、研修会参加者の 80％以上の全ての査

定項目において効果が認められた。これらの

結果を踏まえて、最終年度の平成 28 年度に

は、通常の学級の担任 12 名を対象に、機能

的アセスメントツールを用いた指導者研修

会を実施した。そして、研修会プログラムの

効果を検証するために、「機能的アセスメン

トに関する知識」、及び「行動支援計画作成

力」の査定に加えて、計画実行に関する研修

会参加者の支援計画の実行度と計画内容の

受容性尺度による査定を行った。その結果、

このツール及びそれを用いた指導者研修会

プログラムは参加 12 名の教員全員に効果が

みられ、学校種にかかわらず、児童生徒の行

動問題解決のためのツールとして有用であ

ることが最終的に検証された。今後は、この

研修プログラムを用いた研修会の実施と、そ

の後の研修効果の般化と維持を確認するた

めの追跡研究が必要であり、今後、随時実施

していく予定ある。 
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